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第１章 保健事業等実施計画の基本事項 

１ 計画策定の背景と目的 

平成27年５月に成立した「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部

を改正する法律」により、国民健康保険については、都道府県が財政運営の責任主体となり、市町

村ごとの国保事業納付金の額の決定を行い、保健事業等の医療費適正化の主な実施主体はこれまで

どおり市町村が行うこととなった。 

また、医療保険加入者（以下「被保険者」という。）の予防・健康づくりを進め、ひいては医療費

の適正化を進めるため、国民健康保険制度改革の中で公費による財政支援の拡充を行う一環として、

平成30年度から新たなインセンティブ*（*用語集P108）制度である保険者努力支援制度が創設さ

れることとなった（P8図５）。 

そして、令和１年５月に健康保険法等の改正法において、「高齢者の医療の確保に関する法律に

基づく、保健事業の実施に関する指針」が改定され、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施が

進められることとなった。その背景には、74歳まで実施してきた特定健診・保健指導等の保健事

業が75歳に到達後の医療制度の異動により、十分に行われていない状況にある。これらを踏まえ、

高齢者の疾病予防・重症化予防を効果的に実施していくためには、国民健康保険の保健事業と、後

期高齢者医療制度の保健事業や介護予防を効果的に接続させていくことが必要である。 

そして、働き世代からの被保険者の健康保持増進のために、被保険者のリスクに応じた保健事業

の展開や、ポピュレーションアプローチ*（*用語集P108）から重症化予防まで網羅的に保健事業

を進めていくこと等が求められている。そこで、保健事業の実施等に関する指針（厚生労働省告示）

*（*用語集P108）（以下「国指針」という。）等に基づき、保険者等は健康・医療情報を活用して

PDCAサイクル（P６図１）に沿った効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るための計画を策定

した上で、各種保健事業に取り組むものとする。 

本市においては、現行の「第２期保健事業実施計画（データヘルス計画）（以下「データヘルス計画」と

いう。）」に「第３期特定健康診査等実施計画（以下「特定健診等実施計画」という。）」を包含した「保健事

業等実施計画」（以下「前期計画」という。）の中間評価を行い、今後３年間の後期の計画（以下「後期計画」

という。）を策定し、医療費の適正化及び保険者の財政基盤強化を図ることを目的として、生活習慣病*（*用

語集P108）対策をはじめとする被保険者の健康増進を図ることとする。また、後期計画の策定にあたって

は、これまでの国保データ中心の分析だけでなく、後期高齢者の健診や医療データ・介護データを含めた分

析を行うことにより、国保・後期について一体的に効果的かつ効率的な保健事業を推進する。 

 

２ 計画の位置づけ 

計画とは、被保険者の健康の保持増進に資することを目的とし、効果的かつ効率的な保健事業の

実施を図るため、特定健康診査*（*用語集P108）（以下「特定健診」という。）等の結果、レセプト

データ等の健康・医療情報を活用してPDCAサイクルに沿って行うものである（P６図１）。 

計画は、「21世紀における国民健康づくり運動（健康日本２１（第二次））」に基づく「基本的な

方針」（P６図２）を踏まえるとともに、「いしかわ健康フロンティア戦略」、「かがし健康応援プラ

ン21（第二次）」、「高齢者お達者プラン」及び「石川県医療費適正化計画」との整合性を図る。  
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表１ 国保保健事業実施に向けての構造図と法定計画の位置づけ 

 
「健康日本２１計画」 

※健康増進事業実施者とは健康保険法、国民健康保険法、共済組合法、労働安全衛生法、市町村 

「特定健診等実施計画」 「保健事業実施計画（データヘルス計画）」 

法律 

健康増進法 

第８条、第９条 

第６条 健康増進事業実施者※ 

高齢者の医療の確保に関する法律 

第19条 

国民健康保険法 

第82条 

基本的な指針 

厚生労働省 健康局 

平成31年２月改正 

国民の健康の増進の総合的な 

推進を図るための基本的な方針 

厚生労働省 保険局 

令和２年３月改正 

特定健診及び特定保健指導の適切 

かつ有効な実施を図るための基本的な指針 

厚生労働省 保険局 

令和２年３月改正 

「国民健康保険法に基づく保健事業の 

実施に関する指針の一部改正」 

根拠・期間 法定 平成25年～34年（第２次） 法定 平成30年～35年（第３期） 法定 平成30年～35年（第２期） 

計画策定者 都道府県：義務、市町村：努力義務 医療保険者 医療保険者 

基本的な考え方 

健康寿命の延伸及び健康格差の縮小の実現に向けて生

活習慣病の発症予防や重症化予防を図るとともに、社会

生活を営むために必要な機能の維持及び向上を目指し、

その結果、社会保障制度が維持可能なものとなるよう、

生活習慣の改善及び社会環境の整備に取り組むことを

目標とする。 

生活習慣の改善による糖尿病等の生活習慣病の

予防対策を進め、糖尿病等を予防することができ

れば,通院患者を減らすことができ、さらには重

症化や合併症の発症を抑え、入院患者を減らすこ

とができ、この結果、国民の生活の質の向上及び

向上を図りながら医療費の伸びの抑制を実現す

ることが可能となる。 

特定健診は、糖尿病等との生活習慣病の発症や

重症化を予防することを目的として、メタボリ

ックシンドロームに着目し、生活習慣を改善す

るための特定保健指導を必要とする者を、的確

に抽出するために行うものである。 

生活習慣病対策をはじめとして、被保険者の自主的

な健康増進及び疾病予防の取組みについて、保険者

がその支援の中心となって被保険者の特性を踏ま

えた効果的かつ効率的な保健事業を展開すること

を目指すものである。 

被保険者の健康の保持増進により、医療費の適正化

及び保険者の財政基盤強化が図られることは保険

者自身にとっても重要である。 

対象年齢 
ライフステージ（乳幼児期、青壮年期、 

高齢期）に応じて 
40～74歳 

被保険者全員 

特に高齢者の割合が最も高くなる時期に高齢期を

迎える現在の青年期・壮年期世代、小児期からの

生活習慣づくり 

対象疾病 

メタボリックシンドローム*（*用語集P108） 

肥満 

糖尿病 

糖尿病性腎症 

 

高血圧 

 

 

虚血性心疾患*（*用語集P108） 

脳血管疾患 

 

慢性閉塞性肺疾患（COPD） 

がん 

 

ロコモティブシンドローム 

認知症 

メンタルヘルス 

メタボリックシンドローム 

肥満 

糖尿病 

糖尿病性腎症 

 

高血圧 

脂質異常症 

 

虚血性心疾患 

脳血管疾患 

メタボリックシンドローム 

肥満 

糖尿病 

糖尿病性腎症 

 

高血圧等 

 

 

虚血性心疾患 

脳血管疾患 

 

慢性閉塞性肺疾患（COPD） 

がん 

 

 

こころの健康 

評価 

※53項目中 特定健診に関する項目15項目 

①脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調整死亡率の減少 

②合併症（糖尿病性腎症による年間新規透析導入患者数） 

③糖尿病治療継続者の割合の減少 

④血糖コントロール不良者の割合 

⑤糖尿病有病者の増加の抑制 

⑥特定健診・特定保健指導実施率の向上 

⑦メタボ予備群・メタボ該当者の減少 

⑧高血圧の改善 ⑨脂質異常症の減少 

⑩適正体重を維持している者の増加（肥満、やせの減少） 

⑪適正な量と質の食事をとる者の増加  

⑫日常生活における歩数の増加 

⑬運動習慣者の割合の増加  

⑭成人の喫煙率の減少 

⑮生活習慣病のリスクを高める量の飲酒者の割合 

 

①特定健診受診率 

②特定保健指導実施率 

③メタボ該当者・予備群の減少（国の目標） 

（特定保健指導対象者の減少） 

健診・医療情報を活用して費用対効果の観点も考慮 

➀生活習慣の状況（特定健診の質問票を参照する） 

 食生活、日常生活における歩数、 

アルコール摂取量、喫煙の有無 

②健診受診率 

③医療費等  

 

【データ計画作成の手引き】 

①中長期目標 

・医療費の変化、冠動脈疾患・脳梗塞の発症 

・費用対効果、薬剤投与量の変化 

②短期目標 

・血圧、血糖値脂質等検査値の変化 

・食習慣、運動習慣の変化、受療行動の開始 

 

 

その他  保健事業支援・評価委員会（事務局：国保連合会）による計画作成支援 

  

 

 

 

 

 紫

 

高 

 

【保険者努力支援制度分】を減額し、保険料を決定 

保険者努力支援制度・事業費連動分 
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（母子保健法、介護保険法）、学校保健法 
「医療費適正化計画」 「医療計画」 

「介護保険事業（支援）計画」 

介護保険法 

第116条、第117条、第118条 

高齢者の医療の確保に関する法律 

第９条 

医療法 

第30条 

厚生労働省 老健局 

令和２年改正予定 

介護保険事業に係る保険給付の円滑な 

実施を確保するための基本的な指針 

厚生労働省 保険局 

平成28年３月全部改正 

医療費適正化に関する施策について 

基本方針 

厚生労働省 医政局 

平成29年３月改正 

医療提供体制の確保に関する基本指針 

法定 令和３年～５年（第８期） 法定 平成30年～35年（第３期） 法定 平成30年～35年（第７次） 

市町村：義務、都道府県：努力義務 都道府県：義務 都道府県：義務 

高齢者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営む

ことができるように支援することや要介護状態または要

支援状態となることの予防または、要介護状態等の軽減

もしくは悪化の防止を理念としている。 

国民皆保険を堅持し続けていくため、国民の生活の質の

維持及び向上を確保しつつ、医療費が過度に増大しない

ようにしていくとともに、良質かつ適切な医療を効果的

に提供する体制の確保を図っていく。 

医療機能の分化・連携を推進することを通じて、地域に

おいて切れ目のない医療の提供を実現し、良質かつ適切

な医療を効率的に提供する体制の確保を図る。 

第１号被保険者 65歳以上 
第２号被保険者 40～64歳 特定疾病※ 
※初老期の認知症、早老症、骨折+骨粗鬆症、 

パーキンソン病関連疾患、他神経系疾患 

全て 全て 

疾病予防・介護予防 

（要介護の原因疾患） 
 

糖尿病 

腎不全 

 

 

脳血管疾患 

虚血性心疾患・心不全 

 

 

 

 

認知症 

フレイル 

口腔機能・低栄養 

 

メタボリックシンドローム 
 

 

糖尿病 

 

 

 

生活習慣病 

 

 

 

 

糖尿病 

 

 

心筋梗塞等の心血管疾患 

脳卒中 

 

 

 

がん 

 

 

 

①自立した日常生活支援に関する指標 

②要介護状態等になることの予防に関する指標 

③要介護状態等の軽減、悪化の防止に関する指標 

➃介護給付の適正化に関する指標 

 

 

 

保険者機能強化推進交付金 

介護保険保険者努力支援交付金 

ＰＤＣＡサイクル、自立支援、重度化防止等 

 

○医療的成果の取組み 

外来 

①一人当たり外来医療費の地域差の縮減 

②特定健診・特定保健指導の実施率の向上 

③メタボ該当者・予備群の減少 

④糖尿病重症化予防の推進 

 

入院 

病床機能分化・連携の推進 

 

①５疾病・５事業 

②在宅医療連携体制 

（地域の実情に応じて設定） 

 

 保険者協議会（事務局：国保連合会）を通じて、保険者との連携 
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図１ 保健事業（健診・保健指導）のPDCAサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：標準的な検診・保健指導プログラム「平成30年度版」より抜粋 

図２ 特定健診・特定保健指導と健康２１（第二次） 

   ―特定健診・保健指導のメリットを活かし、健康日本２１（第二次）を着実に推進― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：標準的な検診・保健指導プログラム「平成30年度版」より抜粋 
  

短期目標 

中長期目標 

評価（Check） 
生活習慣病の有病者・予備群の減少 
生活習慣病関連の医療費の適正化 

【データ分析】 
集団全体の健康問題の特徴をデータから分析。 

計画（Plan） 

【健康課題の明確化】 
集団の優先的な健康課題を選択。 
どの様な疾病にどれくらい医療費を要しているか、より高額な医療費の 
原因は何か、それは予防可能な疾病なのか等を検討。 

【目標の設定】 
最も効果が期待できる課題を重点的に対応すべき課題として目標を設定。 
たとえば、「糖尿病の有病者を＊＊％減少させる」等、できる限り数値目標 
とし、事業修了後の評価ができる目標を設定。 

【保健指導対象者の明確化】 

実施（Do） 

【効率的・効果的な保健指導の実施】 
支援方法・優先順位等を検討。 
対象者のライフスタイルや行動変容の準備状態に 
合わせた学習教材を用意。 
確実に行動変容を促す支援を実践 

【保健指導の評価】 
検査データの改善度、行動目標の達成度、 
生活習慣の改善状況等を評価。 

よ
り
効
率
的
・
効
果
的
な
方
法
・
内
容
に
改
善 

改善 
（Action） 

検証結果に基
づく、課題解
決に向けた計
画の修正。 
健康課題をよ
り明確にした
戦略的取組み
の検討。 
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「特定健診等実施計画」は保健事業の中核をなす特定健診及び特定保健指導*（*用語集P108）

の具体的な実施方法を定めるものであることから、計画とも一体的に策定する（P４表１、P7図３）。

策定にあたっては、健康福祉審議会健康分科会（以下「健康分科会」という。）で意見聴取し、加賀

市国民健康保険運営協議会（以下「国保運協」という。）で審議することとする。 

被保険者の健康の保持増進に資することを目的とし、効果的かつ効率的な保健事業の実施を図る

ため、特定健診の結果、レセプトデータ等の健康・医療情報を活用したPDCAサイクルに沿って行

うものとする。 

図３ 特定健診及び特定保健指導等保健事業に関する各計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 他計画との関連 

加賀市総合計画を最上位計画とし、市民の健康の増進を図るための基本的事項を示した「福

祉こころまちプラン2020」をはじめとするその他の計画と整合性を図る（図４）。 

図４ 特定健診及び特定保健指導等保健事業に関する各計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

健康増進計画（かがし健康応援プラン２１）：県･･･義務 市町村･･･努力義務  対象：全市民 

健康寿命の延伸及び健康格差の縮小の実現に向けて、生活習慣病の発症予防や重症化予防を図る。 

 データヘルス計画：医療保険者 

（国民健康保険・全国健康保険協会・市町村共済組合ほか）･･･義務   対象：被保険者全員 

“国民の健康寿命の延伸”を重要な柱として掲げ、全ての健康保険組合に対し、レセプトなどのデータ分

析、それに基づく加入者の健康保持増進のための保健事業計画として“データヘルス計画”の作成、公表、

事業実施、評価などに取り組む。「日本再興戦略」（Ｈ25年6月閣議決定）より 

特定健診等実施計画：医療保険者･･･義務 

対象：40～74歳の被保険者 

保健事業の中核をなす特定健診及び特定保健指導の具体的な実施方法を定める。 

第２次加賀市総合計画 
（加賀市総合計画策定条例） 

 

第2期子ども・子育て

支援事業計画 

令和２～令和６年度 

障がいのある人（子ど

も）のサポートプラン 

令和３～令和５年度 

高齢者お達者 
プラン 

令和３～令和５年度 

健康応援プラン
２１（第二次） 
平成25～令和４年度 

子ども分科会 

・市町村子ども・子育て

支援事業計画 

（子ども・子育て支援法） 

・市町村行動計画 

（次世代育成支援対策推

進法） 

障害者分科会 

・市町村障がい者計画 

（障害者基本法） 

・市町村障がい福祉計画 

（障害者総合支援法） 

・市町村障がい児福祉計画 

（児童福祉法） 

高齢者分科会 

・市町村老人福祉計画 

（老人福祉法） 

・市町村介護保険事業計

画（介護保険法） 

健康分科会 

・市町村健康増進計画 

（健康増進法） 

・市町村食育推進計画 

（食育基本法） 

健康分科会 

・市町村母子保健計画 

（母子保健計画策定 

指針） 

健やか親子２１ 
（第２次後期） 
令和２～令和６年度 

加賀市健康福祉審議会 

福祉こころまちプラン２０２０ 
（第4期加賀市地域福祉計画） 

・地域福祉計画（社会福祉法）（平成30年度一部改正） 
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４ 保険者努力支援制度 

国民健康保険の保険者努力支援制度は、自治体（保険者）における医療費適正化や、被保険者の

予防・健康づくりの推進など保健事業に対する取組みを評価し、基準を達成した自治体（保険者）

に対して、国から補助金を交付する制度であり平成30年度から本格的に実施している（図５）。 

図５ 保険者努力支援制度の変遷 

【H29年度以前】※国保・被用者保険の全保険者が対象 

１．目標の達成状況 

・特定健診・保健指導の実施率のみによる評価 

２．支援金の加減算の方法（2016年度の例） 

①特定健診・保健指導の実施率ゼロ（0.1％未満）の保険者（健保・共済分：70保険者） 

→支援金負担を加算（ペナルティ） ※加算率＝0.23% 

②実施率が相対的に高い保険者（健保・共済分：67保険者）→支援金負担を減算（インセンティブ） 

※事業規模（健保・共済分）：0.5億円 

※支援金総額（保険者負担、健保・共済分）：2.3兆円 

 

 

 

 

 

【Ｈ30年度より】※市町村国保は保険者努力支援制度で対応 

１．評価指標の減点による調整交付金の減算（ペナルティ）2021年度分 

  ・減算の評価指標は「特定健診受診率」「特定保健指導実施率」が減点の対象評価指標となる。 

・特定健診受診率が25％以上33％未満の値となっている場合や、受診率が25％未満の値となっている 

場合の他、Ｈ28年度から受診率が連続して低下している場合。 

       ・特定保健指導実施率が10％以上15％未満の値となっている場合や10％未満の値となっている場合の他 

        Ｈ28年度から実施率が連続して低下している場合。 

２．評価指標の加点による調整交付金の加算（インセンティブ）  

・予防・健康づくりに関する評価指標（特定健診・保健指導、糖尿病等の重症化予防、個人インセン 

ティブの提供、歯科検診、がん検診）について、配点割合を引き上げてメリハリを強化 

・成果指標を拡大する。 

       （成果指標項目例） 

【糖尿病等の重症化予防】 

・ アウトカム指標（検査値の変化等）を用いて事業評価を実施している場合に加点 

【歯科検診】 

・ 歯科検診の実施の有無に係る評価に加え、受診率に係る評価を追加  

【個人インセンティブ】 

・ 健康指標の改善の評価や、参加者への健康データ等の提供等を行う場合に加点   

特定健診・保健指導や予防・健康づくり等に取り組む保険者に対するインセンティブをより重視する仕組みに見直す。 
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保険者共通の評価指標と国民健康保険固有の評価指標があり、指標ごとに少なくとも１つ以上の

取組みを実施していることを配点の条件とする（表２）。 

また、年度ごとの評価指標の配点では、「特定健診受診率」「特定保健指導実施率」で減点の対象

評価指標の導入や、予防・健康づくりに関する評価指標（特定健診・保健指導、糖尿病等の重症化

予防、個人インセンティブの提供、歯科検診、がん検診）について、配点割合を引き上げてメリハ

リを強化し、成果指標を拡大するものとなっている（表２）。 

表２ 保険者努力支援制度（市町村分）各年度配点推移 

評価指標 
Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 

得点 
全体に対 
する割合 

得点 
全体に対 
する割合 

得点 
全体に対 
する割合 

得点 
全体に対 
する割合 

得点 
全体に対 
する割合 

共通
① 

特定健診受診率 20 6.0% 35 6.0% 50 5.9% 50 5.4% 70 7.0% 

特定保健指導実施率 20 6.0% 35 6.0% 50 5.9% 50 5.4% 70 7.0% 

メタボリックシンドローム該当
者・予備群の減少率 

20 6.0% 35 6.0% 50 5.9% 50 5.4% 50 5.0% 

共通
② 

がん検診受診率 10 3.0% 20 3.0% 30 3.5% 30 3.3% 40 4.0% 

歯周疾患（病）検診の実施 10 3.0% 15 3.0% 25 2.9% 25 2.7% 30 3.0% 

共通
③ 

糖尿病等の重症化予防の
取組みの実施状況 

40 12.0% 70 12.0% 100 11.8% 100 10.9% 120 12.0% 

共通
④ 

個人へのわかりやすい情報
提供 

20 6.0% 45 8.0% 70 8.3% 70 7.6% 90 9.0% 

個人インセンティブ提供 20 6.0% 15 3.0% 25 2.9% 20 2.2% 20 2.0% 

共通
⑤ 

重複服薬者に対する取組
み 

10 3.0% 25 4.0% 35 4.1% 50 5.4% 50 5.0% 

共通
⑥ 

後発医薬品の促進 15 4.0% 25 4.0% 35 4.1% 35 3.8% 
130 13.0% 

後発医薬品の使用割合 15 4.0% 30 5.0% 40 4.7% 100 10.9% 

固有
① 

収納率向上に関する取組
みの実施状況 

40 12.0% 70 12.0% 100 11.8% 100 10.9% 100 10.0% 

固有
② 

データヘルス計画策定状
況 

10 3.0% 30 50% 40 4.7% 50 5.4% 40 4.0% 

固有
③ 

医療費通知の取組みの 
実施状況 

10 3.0% 15 3.0% 25 2.9% 25 2.7% 25 2.5% 

固有
④ 

地域包括ケアの推進の 
取組みの実施状況 

5 1.0% 15 3.0% 25 2.9% 25 2.7% 25 2.5% 

固有
⑤ 

第三者求償の取組みの 
実施状況 

10 3.0% 30 5.0% 40 4.7% 40 4.3% 40 4.0% 

固有
⑥ 

適正かつ健全な事業運営
の実施状況 

    50 5.9% 60 6.6% 95 9.5% 

 体制構築加点 70 20.0% 70 12.0% 60 7.1% 40 4.4% ― ― 

全体 体制構築加点含む 345 100% 580 100% 850 100% 920 100% 995 100% 
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５ 計画期間 

計画期間については、国指針第４の５において、「特定健診等実施計画や健康増進計画との整合

性を踏まえ、複数年とすること」としていること、また、「特定健診等実施計画作成の手引書」にお

いて他の保健医療関係の法定計画との整合性を考慮するとしている。都道府県における医療費適正

化計画や医療計画が平成30年度次期計画期間としていることから、これらとの整合性を図る観点

により、計画期間を平成30年度から令和５年度の６年間とする（表３）。 

また、今回、策定後３年が過ぎたため、本年度（令和２年度）中間評価・見直しを行うこととする。 

表３ 計画期間 

計 画 名 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 

保健事業実施計画 
（データヘルス計画） 

  第１期計画 
第２期計画 
（前期計画） 

第２期計画 
（後期計画） 

特定健診等実施計画 第２期計画 
第３期計画 
（前期計画） 

第３期計画 
（後期計画） 

 

６ 関係者が果たすべき役割と連携 

（１）関係部局との連携 

計画は、保険担当部局（健康課、保険年金課）が主体となり策定するが、住民の健康保持増進

には幅広い部局が関わっていることから、「健康のまちづくりワーキング」にて、予防・介護・地

域医療・福祉・スポーツ部局等と連携して推進する。 

計画の実効性を高めるためには、策定から評価までの一連のプロセスにおいて、学識経験者や

医師会、薬剤師会等の保健医療関係者等による健康分科会や国保運協との協議を経て進めること

とする。また、好事例の情報収集・分析等を行う。 

（２）外部有識者の役割と連携 

外部有識者とは、例えば、学識経験者、地域の医師会、歯科医師会及び薬剤師会等の保健医療

関係者等が考えられる。これらの外部有識者は、被保険者の健康の保持増進に関わる当事者とし

ての立場と、専門的知見を有する第３者の立場の両方を有する。 

（３）石川県国民健康保険団体連合会及び県等との連携 

石川県国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）、国保連に設置される保険者支援評

価委員会、石川県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）及び石川県（以下「県」

という。）等との連携・協力を図る。これらとの連携・協力を図るためには、意見交換や情報提供

を日常的に行い、保健事業の構想段階から相談し、データの見える化等により、被保険者の健康

課題を共有し、計画推進等に積極的に加わってもらうことが必要である。また、国保連等の研修

に参加することも重要である。  
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（４）被保険者の役割 

計画は、被保険者の健康の保持増進が最終的な目的であり、その実効性を高めるため、外部有

識者等のみならず、被保険者の立場からの意見を計画に反映させるために下記の点に努めるもの

とする。 

・自治会等の地域組織との意見交換や情報提供を行う。 

・計画策定の際、健康福祉審議会、健康分科会等に参画してもらう。 

・計画策定以外にも、国保運協の場を通じて、議論に参画してもらう。 

 

７ 中間評価の方法 

国が指定している６指標10項目と、目標管理項目７項目を加えた目標管理項目17項目において、

最終目標値を達成しているものを「A判定」、改善されているものを「B判定」、変わらないものを

「C判定」、悪化しているものを「D判定」、判定できないものを「E判定」とする（表４）。 

表４ 評価区分と判定基準 

 

 

 

 

 

 

 

中間評価は、第２期データヘルス計画評価項目、保険者努力支援制度評価項目、第３期特定健診

等実施計画評価項目により評価する。 

※詳細は第３章に記載 

 

８ 計画の公表・周知 

本計画は、市のホームページ等に掲載するとともに、医師会、歯科医師会、薬剤師会、栄養士会、

糖尿病協議会等に周知し、配布する。 

公表・配布にあたっては、被保険者や保健医療関係者の理解を促進するため、簡易的チラシを作

成し、健診の個別通知同封や医療機関への特定健診説明会等で周知する。 

 
 

評価区分 判定基準 

Ａ（達成・概ね達成） 目標達成、または改善率90％以上 

Ｂ 
Ｂ＋（改善） 初期値より改善（改善率50％以上90％未満） 

Ｂ－（やや改善） 初期値より改善（改善率10％以上50％未満） 

Ｃ（変わらない） 
初期値から変化がみられない 
（改善率－10％未満10％未満） 

Ｄ（悪化） 初期値より悪化（または改善率－10％以上） 


